
（平成２２年６月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和36年10月から同年12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年４月から37年３月まで 

昭和36年ころ、義姉が、私の国民年金加入手続を行ってくれた。 

    申立期間の国民年金保険料については、毎月、義姉に100円を渡し、義

姉が納付組織の集金人に納付していた。 

    未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ａ市区町村（現在は、Ｂ市区町村）の申立人に係る国民年金被保険者

名簿によると、申立期間のうち、昭和36年４月から同年12月までは国民

年金強制加入期間であることが確認できる上、申立人の国民年金加入手

続は、申立人の前後に国民年金手帳記号番号が払い出された被保険者の

納付状況等から、国民年金制度発足当初になされたものと推認できるこ

とから、申立期間当時、当該期間については、国民年金保険料を納付す

ることが可能であったと考えられる。 

    また、申立人は、「申立期間の国民年金保険料については、毎月、義

姉に100円を渡し、義姉が納付組織の集金人に納付していた。」と供述し

ており、義姉も同様の供述をしているところ、申立人及び義姉が記憶す

る申立期間当時の１か月当たりの国民年金保険料額は、当時の実際の国

民年金保険料額と一致する。 

    さらに、申立人は、「申立期間当時、近所に住んでいたＣ氏も同じ納

付組織に所属していた。」と供述していることから、Ｃ氏へ照会したと

ころ、「当時、私は申立人と同じ納付組織に所属していた。申立人の義

姉が申立人の国民年金保険料を納付していたと思う。」と回答している。 



  ２ 一方、申立期間のうち、昭和37年１月から同年３月までの期間につい

ては、オンライン記録及びＡ市区町村の申立人に係る国民年金被保険者

名簿によれば、同年１月10日付けで、厚生年金保険加入に伴い、国民年

金被保険者資格（強制）を喪失していることが確認できることから、申

立期間当時、国民年金保険料を納付することができなかったと考えられ

る。 

    また、申立人の義姉が当該期間に係る国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和36年４月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

    しかしながら、昭和36年４月から同年９月までの期間については、厚

生年金保険加入期間であり、国民年金の被保険者とはなり得ない期間で

あることから、当該期間の納付記録を訂正することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島国民年金 事案520 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和39年４月から同年６月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ①  昭和39年４月から同年６月まで 

②  昭和42年４月から44年３月まで 

夫の国民年金保険料と一緒にＡ市区町村の集金人に納付していた。申

立期間について、夫の記録は納付済みとなっているにもかかわらず私の

記録は未納とされており、納得がいかないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、３か月と短期間であるとともに、申立人及び

その夫の国民年金手帳記号番号が同居していた申立人の義妹の記号番号

を挟んで連番で付番されていることから、Ａ市区町村が当時、申立人及

びその夫を一緒に取り扱っていたことがうかがえるところ、一緒に納付

したとする申立人の夫の当該期間の保険料は納付済みとなっている。 

また、申立人は、昭和 38 年に引越しをしたとしているものの、引越し

後も申立人及びその夫は保険料を納付しており、当該期間前と当該期間

において、申立人の夫の仕事に変更は無く、申立人の生活状況に大きな

変化は認められないことから、申立人が当該期間のみ納付しなかったと

は考え難い。 

２ 一方、申立期間②については、申立人はＡ市区町村の集金人に夫婦一

緒に国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立人が所

持する国民年金手帳の当該期間の検認記録欄に検認印は無く、一緒に納

付したとする申立人の夫の当該期間の保険料は、昭和 49 年 12 月に特例

納付したことが確認できることから、申立人の夫も当該期間当時未納で

あったと考えられる。 

また、申立人及びその夫は、特例納付に係る納付手続、納付方法等に

ついての記憶は曖昧
あいまい

である上、申立人の夫が特例納付した昭和 49 年 12



月ころ、申立人は厚生年金保険に加入し、国民年金の被保険者で無かっ

たことなど、特例納付により当該期間の国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が当該期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 39 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 



徳島厚生年金 事案409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭和45年１月

10日に訂正し、Ａ事業所Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和45年

１月10日に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和45年１月１日から同年１月19日まで 

私は、Ａ事業所へ入社以来退職までの期間において継続して勤務して

いたが、社会保険庁（当時）から送られてきた「ねんきん特別便」に記

載された年金加入期間を確認したところ、昭和45年１月１日から同年１

月19日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が中断していることが

判明した。継続して勤務していたことに間違いないので、厚生年金保険

の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された在籍証明書及び雇用保険の被保険者記録から判

断すると、申立人は、申立期間の前後を通じてＡ事業所に継続して勤務し、

昭和45年１月10日付けでＡ事業所Ｂ支店からＡ事業所Ｃ支店に異動したこ

とが確認できる。 

   また、Ａ事業所企業年金基金は、「当社においては、昭和53年５月まで

の期間においては厚生年金保険の手続に係る事務を当社各支店単位で行っ

ており、申立人については、当社Ｂ支店及び当社Ｃ支店が社会保険事務所

（当時）に厚生年金保険被保険者資格の喪失及び取得に係る日付を誤って

届け出たものと考えられる。当社では、転勤時における厚生年金保険被保

険者資格の得喪日は転勤辞令日としているため、今回の申立てに係る資格

の得喪日は、転勤辞令日に該当する昭和45年１月10日が正しい。」と供述

している。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ事業所Ｂ支店において昭和

45年１月10日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同日に、Ａ事業所



Ｃ支店において資格を取得したものと認められる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ支店（現在は、Ａ

事業所Ｃ支店）における資格取得日に係る記録を昭和 48 年 10 月１日に訂

正し、当該期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和48年10月１日から同年11月１日まで 

私は、昭和 46 年３月 10 日にＡ事業所に入社し、途中で退職すること

なく、52 年９月 30 日までの期間において継続して勤務した。 

申立期間について、同事業所発行の要員手帳に記載されているとおり、

Ａ事業所Ｂ支店で勤務しているのは間違いないので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ事業所発行の要員手帳、雇用保険の被保険者記録及

びＡ事業所Ｃ支店への照会結果から判断すると、申立人は昭和 46 年３月

10 日から 52 年９月 30 日までの期間において同事業所に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、異動日については、Ａ事業所発行の要員手帳に「48.10.１、Ｄセ

ンター勤務を命ずる。Ｅ支店」、「48.10.８、同社Ｂ支店勤務を命ずる。Ｄ

センター」との記載が確認できるものの、当該記載内容において、同事業

所Ｂ支店への異動に係る記載の後に、同事業所Ｄセンターへの異動に係る

記載がさかのぼって追記されたことがうかがえる上、申立人は、申立期間

当時、同事業所Ｄセンターを経由することなく同事業所Ｂ支店に勤務した

と供述しているところ、当該手帳から、申立人は、申立期間以外において



も同事業所Ｄセンターに勤務しており、当該期間については同事業所Ｄセ

ンターにおける取扱機械運転整備時間等に係る記録の記載が確認できるも

のの、昭和 48 年 10 月１日から同年 10 月７日までの期間については、当該

記載が確認できないことなどから判断すると、申立人の同事業所Ｂ支店へ

の異動日は 48 年 10 月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所Ｂ支店に係る申立

人の厚生年金保険被保険者原票の昭和 48 年 11 月の記録から、11 万 8,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立事業所が保管する「厚生年金保険資格得喪に関する綴り」か

ら、申立人が昭和 48 年 11 月１日にＡ事業所Ｂ支店において厚生年金保険

被保険者の資格を取得している旨記録されている上、事業主は、申立てど

おりの届出は行っておらず、申立期間に係る厚生年金保険料についても納

付していないことを認めていることから、これを履行していないと認めら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち昭

和48年１月から同年７月までの期間については３万9,000円、同年８月及び

同年９月については４万5,000円、49年１月から３月までの期間については

５万2,000円、同年６月については５万6,000円、同年７月については６万

4,000円、同年８月及び同年９月については５万6,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和47年11月から49年11月まで 

私は、昭和47年11月14日にＡ事業所に入社したが、申立期間当時の給

料支払明細書に記載されている厚生年金保険料の控除に見合う標準報酬

月額と、ねんきん定期便に記載されている標準報酬月額が異なっている。 

    申立期間について、調査の上、年金記録を訂正して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することに

なる。 

したがって、申立期間のうち、昭和48年１月から同年８月までの期間、

49年１月から同年３月までの期間及び49年６月から同年８月までの期間

に係る標準報酬月額については、申立人の所持する当該期間に係るＡ事



業所の給料支払明細書において確認できる厚生年金保険料の控除額及び

報酬月額から、48年１月から同年７月までの期間については３万9,000

円、同年８月については４万5,000円、49年１月から同年３月までの期間

については５万2,000円、49年６月については５万6,000円、同年７月に

ついては６万4,000円、同年８月については５万6,000円とすることが妥

当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和48年９月及び49年９月分の給

料支払明細書を所持していないが、申立人が所持する48年分源泉徴収票

等に記載されている申立人の給与収入額（年額）及び社会保険料控除額

（年額）並びに前述の給料支払明細書などから判断すると、昭和48年９

月については４万5,000円、49年９月については５万6,000円の標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたも

のと推認できる。 

なお、前述の昭和48年１月から同年９月までの期間、49年１月から同

年３月までの期間及び同年６月から同年９月までの期間に係る厚生年金

保険料の事業主による納付義務の履行については、前述の給料支払明細

書等の資料で確認又は推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標

準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致して

いないことなどから、事業主は、前述の給料支払明細書等の資料で確認

又は推認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額

に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 一方、申立期間のうち昭和47年11月及び同年12月、48年10月から同年

12月までの期間、49年４月及び同年５月については、申立人の所持する

当該期間に係る給料支払明細書及び48年分源泉徴収票等において確認又

は推認できる報酬月額又は厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額が、

オンライン記録の標準報酬月額を超えていないことが確認できる。 

 また、申立期間のうち昭和49年10月及び同年11月については、申立人

は、当該期間中の同年＊月＊日に出産しているところ、Ａ事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立人は同年12月20日に厚生

年金保険被保険者の資格を喪失していることから判断すると、42日間の

出産後休暇を終了した時に退職していることが推認できるものの、申立

事業所は人事台帳等の関連資料を保管しておらず、申立人の出産前休暇

の始期を確認することができない。 

さらに、申立人は、当該期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料の控

除額が確認できる給料支払明細書等の資料も所持していない上、申立事



業所に当時の賃金台帳等の関連資料は保管されていないことなど、当該

期間に係る給与支給額及び厚生年金保険料の控除の状況等が確認できな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す 

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、昭和47年11月及び同年12

月、48年10月から同年12月までの期間、49年４月及び同年５月、同年10

月及び同年11月について、その主張する標準報酬月額に見合う厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち平

成６年４月から同年10月までの期間については24万円、同年11月から８年

９月までの期間については22万円、同年10月から10年12月までの期間及び

11年３月から同年８月までの期間については20万円、11年９月については

16万円、同年10月から12年１月までの期間、同年３月から同年８月までの

期間、同年10月、同年12月から13年５月までの期間及び同年７月から同年

９月までの期間については20万円、同年10月については19万円、同年11月

から14年１月までの期間については20万円、同年２月については19万円、

同年３月から同年５月までの期間については20万円、同年６月については

18万円、同年７月については19万円、同年８月については20万円、同年９

月については19万円、同年10月から同年12月までの期間については18万円、

15年１月及び同年２月については19万円、同年３月から同年９月までの期

間、同年11月及び同年12月については18万円、16年１月及び同年２月につ

いては17万円、同年３月から同年６月までの期間については18万円、同年

７月及び同年８月については17万円、同年９月は18万円、同年10月及び同

年11月については17万円、同年12月については16万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成６年４月から18年７月まで 

私は、申立期間についてＡ事業所に勤務し、20万円から24万円の給与

を支給されていたにもかかわらず、社会保険事務所（当時）に記録され

ている標準報酬月額は実際の給与額より低い金額であるため、調査の上、

申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することにな

る。 

   したがって、申立期間のうち、平成10年６月から同年11月までの期間、

11年３月から12年１月までの期間、同年３月から同年８月までの期間、同

年10月、同年12月から13年５月までの期間、同年７月から15年３月までの

期間、同年５月から同年９月までの期間及び同年11月から16年12月までの

期間に係る標準報酬月額については、申立人の所持する当該期間に係るＡ

事業所の各月の給与支払明細書等の資料において確認できる厚生年金保険

料の控除額及び報酬月額から、当該期間のうち、平成10年６月から同年11

月までの期間及び11年３月から同年８月までの期間については20万円、同

年９月については16万円、同年10月から12年１月までの期間、同年３月か

ら同年８月までの期間、同年10月、同年12月から13年５月までの期間及び

同年７月から同年９月までの期間については20万円、同年10月については

19万円、同年11月から14年１月までの期間については20万円、同年２月に

ついては19万円、同年３月から同年５月までの期間については20万円、同

年６月については18万円、同年７月については19万円、同年８月について

は20万円、同年９月については19万円、同年10月から同年12月までの期間

については18万円、15年１月及び同年２月については19万円、同年３月、

同年５月から同年９月までの期間、同年11月及び同年12月については18万

円、16年１月及び同年２月については17万円、同年３月から同年６月まで

の期間については18万円、同年７月及び同年８月については17万円、同年

９月については18万円、同年10月及び同年11月については17万円、同年12

月については16万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、ⅰ）平成６年４月から10年５月までの期間につ

いて、申立人は、支給月は特定できないものの、11か月分の給与支払明細

書を所持しており、当該明細書において厚生年金保険料１万7,400円が控除

されていることが確認できること、ⅱ）10年12月及び15年４月について、

申立人は給与支払明細書を所持していないところ、Ａ事業所は、「申立人が

給与支払明細書を所持していない月についても、当時の状況から、１万

7,400円の厚生年金保険料を控除していたと考えられる。」と供述している

ことなどから判断すると、平成６年４月から同年10月までの期間について

は24万円、同年11月から８年９月までの期間については22万円、同年10月



から10年５月までの期間及び同年12月については20万円、15年４月につい

ては18万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていたものと推認できる。 

   なお、前述の平成６年４月から10年12月までの期間、11年３月から12年

１月までの期間、同年３月から同年８月までの期間、同年10月、同年12月

から13年５月までの期間、同年７月から15年９月までの期間及び同年11月

から16年12月までの期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、前述の給与支払明細書等の資料及び事業主の供述により

確認又は推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額とオ

ンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、

事業主は、前述の給与支払明細書等の資料で確認又は推認できる報酬月額

又は厚生年金保険料の控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

   なお、給与支払明細書に記載されている基本給以外の各種手当金につい

ては、Ａ事業所及び同事業所の社会保険関係の事務を担当していたとする

Ｂ会計事務所の供述並びに同事業所における申立人の源泉徴収簿の検証結

果から判断すると、申立事業所における人件費には計上されておらず、申

立期間当時、申立事業所の代表取締役が個人的に負担しており、従業員に

臨時に支給されていたものであるとうかがえ、申立人の報酬月額は基本給

のみであると推認できる。 

   一方、申立期間のうち、ⅰ）平成11年１月及び同年２月、12年２月、同

年９月、同年11月については、申立人から提出された当該期間に係る給与

支払明細書において、厚生年金保険料が控除されていない上、Ａ事業所は、

「申立人が所持する給与支払明細書において、厚生年金保険料の控除額が

確認できない月については、申立人の給与から厚生年金保険料を控除して

おらず、後日、申立人から別途徴収もしていないと考えられる。」と供述し

ていること、ⅱ）平成13年６月及び15年10月並びに平成17年１月から18年

７月までの期間については、給与支払明細書に記載されている報酬月額又

は厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額がオンライン記録上の標準報酬

月額を超えていないことが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間についてその主張する標

準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 



徳島厚生年金 事案413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和13年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和41年１月から同年10月まで 

② 昭和60年３月から61年８月まで 

③ 昭和63年１月から同年３月まで 

    申立期間①については、Ａ事業所又はＢ事業所において、両事業所の

入退社の時期に係る記憶は無いが、社会保険事務所（当時）に記録され

ている両事業所に係る厚生年金保険の被保険者期間より長い期間におい

て勤務していたと思う。 

申立期間②について、Ｃ事業所には昭和60年３月ころに入社し、62年

12月までの期間において勤務していたと記憶している。 

申立期間③について、Ｃ事業所を退職した62年12月から約１年を経過

した後の昭和63年１月ころにＤ事業所に就職し、平成元年３月までの期

間において、運転手として勤務した。 

すべての申立期間について、実際に勤務していた期間と厚生年金保険

の被保険者記録が合致しないのは納得できないので調査の上、厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＡ事業所又はＢ事業所で勤務していた

と主張しているところ、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票により、申立期間①当時厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

者のうち回答が得られた４人全員が申立人を記憶していない上、申立人

はＡ事業所における同僚の氏名を記憶していないことから、申立人が昭

和 41 年１月 23 日以降も引き続いて同事業所に勤務していたことが確認



できない。 

また、Ａ事業所の元事業主に照会したところ「Ａ事業所は既に廃業し

ており、当時の書類等は廃棄済みであることから、当時の社会保険の適

用状況及び保険料の控除等については不明である。」と供述しており、当

該期間当時の申立人の勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金

保険料の控除等を確認することはできない。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

当該期間に申立人の氏名は無い上、申立人は、昭和 41 年 1 月 28 日付け

で健康保険被保険者証を返納した旨の記載が確認できる。 

一方、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申

立期間①当時厚生年金保険の被保険者記録が確認できる７人から回答が

得られたものの、申立人を記憶している者はいない上、申立人は同事業

所における同僚の氏名を記憶していないことから、申立人が昭和 41 年

11 月 18 日より以前の期間において同事業所に勤務していたことが確認

できない。 

   また、Ｂ事業所の元代表取締役に照会したところ、「Ｂ事業所は既に廃

業しており、当時の資料等は廃棄済みであることから詳細は分からな

い。」と供述しており、当該期間当時の申立人の勤務実態、厚生年金保険

の加入状況及び厚生年金保険料の控除等を確認することはできない。 

さらに、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

たところ、当該期間において厚生年金保険被保険者の資格を取得してい

る者の中に、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

２ 申立期間②について、Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票及びオンライン記録から、申立人を記憶する同僚の一人は、昭和 61

年４月に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる

ところ、当該同僚は「当時、２か月から３か月間の試用期間があった。

具体的な時期は不明であるが、申立人は私より後から入社したと思う。」

と供述していることから判断すると、申立人は、申立期間②のうち、少

なくとも 60 年３月から 61 年２月までの期間について、勤務していたこ

とが確認できない上、前述の被保険者原票及びオンライン記録から、申

立期間②当時厚生年金保険の被保険者記録が確認できる別の同僚らは申

立人を記憶していないことから、申立人が申立期間②において申立事業

所に勤務していたことが確認できない。 

    また、申立事業所は既に廃業していることから、当該期間当時の事業

主に文書照会したものの、回答は得られず、当該期間当時の申立人の勤

務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等を確認す



ることはできない。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したところ、当該期間において厚生年金保険被保険者資格を取得してい

る者の中に、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

３ 申立期間③について、雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立

期間③のうち、少なくとも昭和 63 年２月 29 日以降、申立人がＤ事業所

で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

及びオンライン記録により、所在の確認できた被保険者 16 人に照会し、

４人から回答が得られたところ、うち二人は「Ｄ事業所に入社してから

数か月間は厚生年金保険に加入していなかった。」としており、そのうち

の一人は「当該期間当時、申立事業所において雇用された者は全員試用

期間があったと思う。」と供述している上、申立事業所の現在の事業主は、

「当該期間当時の資料は保管しておらず、当時の事務担当者も退職して

いることから詳細は分からないが、当時は、雇用した者について試用期

間を設けていたようだ。」と供述しているところ、前述の同僚らについて、

前述の被保険者原票及びオンライン記録から確認できる厚生年金保険被

保険者資格の取得時期とそれぞれが供述する勤務開始時期が異なること

などから判断すると、当該期間当時、事業主は、従業員を必ずしも入社

と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

また、前述の回答が得られた４人のうち、残りの二人からも申立人の

申立期間③に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述は得られな

い。 

さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオ

ンライン記録を確認したところ、当該期間において厚生年金保険被保険

者資格を取得している者の中に、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚

生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案414 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和31年２月21日から同年12月まで 

申立期間については、公共職業安定所を通じてＡ事業所に正社員とし

て入社し、機械部品加工業務に従事していた。 

社会保険庁（当時）の記録によると、申立事業所における厚生年金保

険の被保険者期間が１か月間しか確認できないが、実際には約１年間勤

務していたため、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間中

に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる14人は、「申立人のことを知ら

ない。」と供述していることから、申立人が、申立期間について、申立事業

所に勤務していたことを推認することができない。 

また、申立人と同様に公共職業安定所を通じて申立事業所に入社したと

供述している同僚一人は、当該被保険者名簿から、昭和31年１月に厚生年

金保険被保険者の資格を取得した後、申立人と同じ同年２月21日付けで厚

生年金保険被保険者の資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

ところ、申立期間を含む昭和29年８月28日から32年１月16日までの期間に

厚生年金保険被保険者の資格を取得している者の中で、申立人の氏名等が

確認できるのは、オンライン記録に収録されている期間と同様、31年１月

５日付けで厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年２月21日付けで同

資格を喪失している記録のみであり、そのほかに申立人の氏名等は無い上、

申立人の健康保険被保険者証が返納されていることが確認できる。 

加えて、事業所原簿において、Ａ事業所は、昭和47年９月１日に厚生年



金保険の適用事業所に該当しなくなっており、人事記録及び給与台帳等を

確認することができず、当時の事業主は死亡している上、同僚から事情を

聴取しても、申立期間に係る厚生年金保険料の控除等が確認できる具体的

な供述を得ることができず、ほかに申立人の給与から厚生年金保険料を控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無く、関連資料及び

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


